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Abstract

Vibration measurement is a very important tool in industry and society. Recently, demands for micro-vibra-

tion measurement below 0.1 m/s 2 have been growing in the field of infrastructure health monitoring, vibration 

measurement of satellites, monitoring of nuclear explosion, and so on. To guarantee the reliability of those mea-

surement, it is essential to evaluate characteristics of the vibration sensors, such as frequency response down to 

10－4 m/s 2 or self-noise level. In this paper, trend of vibration measurement, sensors, market scale, and reliabil-

ity evaluation technologies in recent years is overviewed, with a focus on micro-vibration. The current status 

of vibration calibration systems is also reviewed, and technical prospects to extend the calibration acceleration 

range is discussed.

1．はじめに

振動は産業の広い分野で用いられてきた重要な観測量
である．振動とは物体の位置・速度・加速度が時間変化
する現象であり，その計測によって対象物の運動状態を
知ることができるほか，その力学的特性や振動発生源の
情報などを得ることができる．これらの情報は運動状態
の検知や安全装置の導入，損傷診断などに用いられてき
た．このように振動は汎用的な計測量であり，計測対象
は自動車・電子機器などの身近なものからビル・橋梁な
どの社会インフラ，地球観測まで広範にわたっている．
振動は通常，振動センサやレーザー干渉計などによって
計測され，適切な信号処理によって情報の抽出が行われ
る．計測される周波数・振幅も用途に応じて様々であ
り，典型的には，周波数範囲は 0.01 Hzから数 10 kHz，
振幅範囲は 10－6 m/s2 から 102 m/s2 にわたって計測ニー
ズが存在している．
計測値が信頼できるかどうかは一般に重要な問題であ

るが，特に安全性に関わる計測を行う場合や，異なる
国・企業の間で取引を行う場合には信頼性の保証が求め
られる．そのための必要条件の一つは計測に用いるセン
サの感度（周波数応答）や雑音特性などが正しく把握さ
れていることである．特に感度の校正においては信頼性
の証として「トレーサビリティの確保」が求められ，切
れ目のない校正の連鎖によって国家計量標準まで遡れる
必要がある．我が国では振動に関しては計量標準総合セ
ンター（National  Metrology  Institute  of  Japan,  NMIJ）
が振動センサの周波数応答を校正する特定標準器を保有
し国家計量標準として管理している．同装置を用いて，
メートル条約に関係する計量法トレーサビリティ制度に
基づいた標準供給だけでなく，共同研究などの枠組みで
様々な振動センサ評価も行われている．また他国の国家
計量標準機関との国際比較に参加するなどして校正能力
を検証し，計測の国際的な同等性を確保している．
前述の通り振動の計測ニーズは様々な周波数・振幅範
囲にわたって存在しているため，センサの特性評価もそ
の範囲をカバーできることが望ましい．特に近年では産
業技術の高度化に伴い，0.1 m/s2 を下回る微小振動計測＊ 分析計測標準研究部門音波振動標準研究グループ
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の需要が増している．例えばインフラの微小振動に基づ
き劣化・損傷を診断する技術が研究されているほか，人
工衛星など静かな環境下での振動を計測するなどのニー
ズがあり，そこで用いられる振動センサ評価の要求も出
てきている．しかし，これまでの振動加速度標準は主に
10 m/s2 程度の比較的大きな振動について供給されてき
たため，評価可能な振幅範囲の拡大が必要な状況となっ
ている．将来的な標準供給範囲拡大の可能性を見据え，
評価技術の整備を進める必要がある．
本調査研究では，社会的ニーズが増している微小振動
の計測とその信頼性保証に焦点を当てつつ，振動計測分
野の全体的な技術動向および課題について調査した結果
を報告する．まず第 2章では振動の計測と題して，計測
ニーズと振動センサの現状・動向をまとめる．続く第 3
章では振動センサの評価について，NMIJと各国の振動
加速度標準供給状況や課題について述べる．その後第 4
章で，本研究の主題である微小振動計測の信頼性評価技
術整備へ向けて，センサ評価技術の課題解決の展望をま
とめる．最後に第 5章をまとめとする．

2．振動の計測

振動とは周期的に加速度またはその積分量である速
度・変位が時間変化する現象を指す．特に大きな変動が
短時間に加わる現象は衝撃と呼ばれ振動と区別されるこ
とも多い．振動は周波数と振幅によって特徴づけられる
波で表現され，実際の現象では様々な周波数・振幅の波
の重ね合わせが観測される．計測対象の力学特性や現象
の規模・タイムスケールによって特徴的な周波数・振幅
が異なるため，現象に応じて様々な範囲での計測が行わ
れる．またそれらに応じて異なるタイプの振動センサが
利用される．
ここで振動の表現についてまとめておく．振動は通
常，変位 x，速度 v，加速度 aのいずれかで表されるが，
正弦波振動についてそれぞれの表式は

 

（1）

となる．fは振動の周波数，φは初期位相であり，x̂，v̂，
âをそれぞれ変位振幅，速度振幅，加速度振幅と呼ぶ．
上式の通り，同じ加速度振幅でも低周波では大変位振
幅，高周波では微小変位振幅となる．本稿では主に加速
度によって振動を表現するが，いずれの量を通常用いる

かは分野によっても異なる．また加速度の単位は SI単
位である m/s2 で表すことがルールとなっており本稿も
それに従う．一方で慣習的に用いられる単位として，
・1 G＝9.80665 m/s2（標準重力加速度）
・1 Gal＝10－2 m/s2

・1 kine＝10－2 m/s

などが残っている分野もある．

2. 1 振動計測の需要と動向
振動計測の需要を周波数・加速度ごとにまとめたもの
を図 1に示す．従来の代表的な産業・社会ニーズとして
は自動車の試験や工場設備診断，地震観測などがあっ
た．例えば自動車に搭載される部品は走行時の振動下で
使用されるため耐振動性の確認が求められる．自動車で
はボディの共振やエンジンの振動など多様な振動源が関
連しており，数 Hzから数 kHzにおいて 1 m/s2 から
100 m/s2 程度の加速度が発生するため，同範囲での振
動を加えた耐性試験が行われる．安全性や快適性を調べる
観点からも振動の計測が行われる．その他，工場などの機
器の劣化・故障を振動加速度の変化から診断することも
行われており，機器の種類や運転状態に応じて 100 Hz

から数 10 kHzの振動が計測される．また地震観測にお
いては 10 Hz以下の低周波をメインとして，震度によっ
て様々な振幅の振動が計測対象となる．計測震度 Iは，
振動波形の加速度がある値 a以上となる時間の合計が
0.3 sとなるように aを求め，

 （2）

と定義される 1）．周期や波形によるが計測震度 5.0 で約
1 m/s2 オーダーの振動に相当する．
このように産業・社会における主な計測ニーズは比較
的大きな加速度が対象であった．しかし近年では，より
加速度の小さい微小振動の計測ニーズが増しつつある．
続く 2. 1. 1 節でその具体例を紹介する．「微小振動」の
明確な定義はないが，以下では加速度振幅がおおよそ
0.1 m/s2 を下回るもの，または変位振幅が 1 nmを下回
るものを微小振動と呼ぶことにする．

2. 1. 1 微小振動計測ニーズ
インフラ・建造物診断
微小振動計測の主要なニーズはインフラ診断のための
振動計測である．近年，世界的にインフラ（道路・橋
梁・トンネル・ビルなど）の老朽化が問題となっており
健全度の診断技術の開発が求められている．インフラメ
ンテナンスに関する市場規模は 2016 年時点の推計で，

(                      )
x(t)＝x̂sin(2πft＋φ)

v(t)＝―＝v̂sin  2πft＋φ＋―  ,     v̂＝2πf x̂

a(t)＝―＝âsin(2πft＋φ＋π),     â＝(2πf )2x̂

dx
dt

π
2

d2x
dt2

I＝2 log10  ― ＋0.94,     a0＝10－2m/s2a
a0(       )
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国内で約 5 兆円，世界的には約 200 兆円とされている 2）．
日本においては高度経済成長期に建設されたインフラが
多く，一般的な耐用年数 50 年を超える橋梁・トンネル
の割合は今後 15 年程度で倍増すると見込まれており  3），
メンテナンスにかかる費用も今後 30 年間で合計 170 兆
円を超えると推計されている 4）．費用を抑えるためには
劣化を早期に検知し機能上の不具合が発生する前に対策
を行う予防保全が不可欠であるが，目視や打音による定
期点検では人的コストや個人差などの問題があり，より
効率的かつ客観的な診断技術開発が大きな社会ニーズと
なっている．
診断手法の一つとして研究されているのが，インフラ
に取り付けたセンサの計測値から健全度を診断する構造
ヘルスモニタリングである．振動計測による構造ヘルス
モニタリングでは，振動特性（共振周波数，減衰特性，
モード形状等）の変化から構造物の劣化・損傷を検知す
ることが行われる 5）．振動特性を継続的に得るためには
必ずしも大きな振動源が存在しないため，地面の常時微
動や周囲の交通・風による微小振動の計測が必要とな
る．そのため典型的なインフラの固有振動数である
0.1 Hzから 10 Hz程度の周波数範囲で，10－4 m/s2 から
10－1 m/s2 程度の振動計測ニーズがある．常時微動を利
用した振動特性測定の例として，鉄骨造建物について
数％/年の固有振動数・減衰定数の経年変化が見られた
こと  6），7）や，地震の前後で数％の変化が見られたことが

報告されている 7），8）．ある閾値を超える経年変化が起き
た場合に補強を行ったり，また地震などの災害後に立ち
入りの可否を判断するような方法が提案されている．
メーカー各社や建設業界なども構造ヘルスモニタリング
システムやそのためのセンサの開発を進めている 9）-11）．
ただし振動特性の変化と構造物の損傷状態がどのように
対応しているかは構造物の個性にも依存し明確ではない
ため，安全 /危険を判断する基準は確立されておらず，
実用に向けてはさらなる研究が必要となっている．ま
た，センサの配置方法など具体的な運用方法についても
検討が進められている  12）．
インフラ診断技術は内閣府が推進する戦略的イノベー
ション創造プログラム 9），13）や，国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が進める「イ
ンフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プ
ロジェクト」 14）などで研究開発が進められてきた．振動
計測以外にも様々な方法が研究されており，X線や中性
子などを用いた部材内部の腐食検査や，走行車上から
レーザースキャンにより表面状態を高速診断する技術，
モアレ画像から変形を測る技術 15）などがある．振動計測
は建造物の全体的な特性を把握するのに向いており，ま
た参照点を必要とせず常時観測ができるという利点があ
り，簡易的な特性診断に使われることが予想される．
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図 1　周波数・加速度ごとの振動計測需要．1 mおよび 1 nmの変位振幅に相当する加速度をそれぞれ点鎖線で示した．
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人工衛星の振動計測
近年，人工衛星が様々な用途で利用されつつある．中
でも重要な用途の一つが地球観測であり，陸域観測・災
害監視などを目的とした衛星では数 10 cmの空間分解 

能 16），指向角度に換算すると 0.5 µradの精度が要求され
るものもある．また遠方との通信を行う衛星おいてもア
ンテナの高い指向精度が要求される．JAXAの擾乱管理
標準によれば約 50 µradを下回る指向精度が要求される
場合には衛星擾乱の管理が必要とされている 17）．軌道上
の人工衛星では，姿勢制御系やアンテナ，システム機器，
冷凍機などの動作により 1 Hzから 1 kHzの帯域におい
て 10－4 m/s2 から 100 m/s2 程度の振動が発生しているこ
とが報告されている 18），19）．このような振動擾乱はカメラ
の手ブレと同様に撮像精度などを悪化させる問題が指摘
されており 20），その対策のために上記の微小振動擾乱を
計測するニーズがある．例えば，深宇宙との通信を行う
衛星において，加速度計で計測した衛星の微小振動デー
タをもとにフィードバック制御でアンテナ指向方向を安
定化する研究などがある 21）．

核実験監視
核軍縮・不拡散の実現に向け包括的核実験禁止条約

（Comprehensive Nuclear Test Ban Treaty, CTBT）が 1996
年に国連総会で採択され，その実現に向けた準備が行わ
れている．現在のところ米国・中国など一部の国の批准
の見通しが立っておらず発効には至っていないが，条約
の遵守の検証制度として国際監視制度の準備が進められ
ている．国際監視制度は地震波，放射性核種，水中音波，
微気圧振動の 4つの観測網からなり 22），地震波観測では
世界各地 170 か所に設置した地震計により核爆発で生じ
る地震波の監視を行う．断層すべりによって生じる自然の
地震波と地下核実験のような爆発による地震波とでは波形
中の P波と S波の比率が異なることが分かっている  23）た
め，そのような波形の特徴や，推定された波源位置，信
号のスペクトルなどの情報から核実験を検知し監視する
ことが行われる 24）．地下核爆発による地震波の振幅は爆
発の規模や観測点との距離にも依存するが，例えば震源か
ら 500 km 離れた地点において，TNT火薬換算で 19 ktの
爆発（アメリカ合衆国，1958）の場合10－3 m/s2オーダー，
138 ktの爆発（アメリカ合衆国，1982）の場合 10－2 m/s2

オーダーの振動が1 Hz前後において観測されている  25），26）．
より遠方での観測も含めると，10－3 m/s2 を下回る微小振
動の計測ニーズとなる．またここで使われるセンサに対
しては，感度・位相遅れについてそれぞれ5 ％，5 degの
不確かさでの校正とトレーサビリティが要求されている 27）．

機器状態監視
工場において機器の状態を振動計測に基づき診断する
方法は古くから用いられてきた手法である．動機械の故
障の主要因は転がり軸受であるが，振動では軸受けの
様々な形の損傷を機器動作中に検知できることから最も
広く利用されてきた  28），29）．故障初期段階として軸受けに軽
微な損傷が発生すると，傷と構成部品との衝突により構造
物の共振周波数（＞10 kHz）での振動が励起される．損
傷が進行するにつれて，転動体通過周波数と呼ばれるより
低周波数（数 100 Hzから数 kHz）の振動が発生する  30）．
近年では従来の定期点検による時間基準保全（Time-

Based Maintenance, TBM）から，機器を常時監視しそ
の劣化状態に応じてメンテナンスを行う状態基準保全
（Condition-Based Maintenance, CBM）への移行の流れ
があり，故障初期段階の異常振動を検知するニーズがあ
る．損傷の進行に伴い振動も増大する傾向にあるため，
微小振動を正確に計測することができれば故障を早期に
検知でき，点検コストの抑制につながると期待されてい
る．異常と判断される振動のレベルは機器によるため一
律な基準はないが，10－4 m/s2 から 10－1 m/s2 の微小振
動が対象となる場合 31），32）から，10 m/s2 程度の場合 29）ま
で様々なケースがある．

常時微動観測による地盤特性推定
地盤の振動特性の把握は，建築における耐震設計や強
震時の振動レベル推定など防災の観点から重要である．
振動特性を決める地盤構造はボーリング調査により調べ
ることができるが，調査にかかる費用・時間の問題から，
より簡易な調査方法として地面の常時微動を使った振動
特性測定が研究されている．具体的には，単点観測した
常時微動の水平動 /鉛直動のスペクトル比（H/Vスペ
クトル）から地盤の固有周期を求める方法 33）や，地震計
アレイ観測から表面波（Rayleigh波）の速度分散を計測
し逆解析により地下の地盤構造を推定する方法  34）などが
用いられている．常時微動は場所により 10－7 m/s2 から
10－4 m/s2（帯域幅 10 Hzを仮定）まで様々であり  35），
基本的には微小振動の計測が求められる．

2. 1. 2 微小振動以外の重要な計測ニーズ動向
本稿の主題からは逸れるが重要なトピックとして，微
小振動以外の計測需要動向を紹介する．

高周波（＞10 kHz）振動計測
電気自動車やハイブリッド車の普及に伴い，従来のガ
ソリン車とは異なる振動源として，モータの駆動に用い
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られるインバータのリアクトル振動等の問題が生じてい
る．インバータはキャリア周波数に依存して通常 10 kHz

以上の高周波振動を発生させるため，インバータの生産
ラインにおける合否判定のために高周波振動計測のニー
ズが高まってきている．後ほど紹介するように 10 kHz

超の高周波振動に関してはセンサの信頼性評価技術に課
題が残っており，評価技術の整備も求められている．

長周期地震動観測（＜0.6 Hz）
東日本大震災（2011）や熊本地震（2016）を経て，周
期が 1.5 sを超える長周期地震動  36）の問題が広く認識さ
れるようになってきた．このような振動周期は高層ビル
の典型的な固有周期と一致するため，共振によりビルに
大きな変形が生じ損傷につながるほか，高層階において
家具・什器転倒などの被害を招く．特に前者は変形率が
1/100 を超えると構造物に損傷が出ると言われており，
被災後のビルの危険度判定において重要な情報となるこ
とから，このような低周波・大振動の計測ニーズが出て
いる．

2. 2 振動センサの種類と開発動向
振動センサは加速度・速度・変位を電圧・電荷などの
電気信号に変換する装置であり，信号がいずれの物理量
に比例するかに応じて加速度センサ・速度センサ・変位
センサ等と呼ばれる．ただし実際は区別なく加速度セン
サ等と呼ぶことも多い．信号の微積分処理によってある
程度の互換は可能だが，ノイズ特性や出力信号のバイア
ス等の影響が問題となるため，計測したい量や周波数に
よって適切なセンサが選択される．
振動センサは接触型と非接触型に大別される．接触型
センサは対象にピックアップを直接取り付け，慣性系に
対する振動を計測するものである．参照点を用意する必
要が無いという利点があり，産業的に主流の振動計測方
法となっている．非接触型センサはある参照点から対象
までの相対振動をレーザー等によって計測するものであ
る．回転するタービンや微細部品の振動，生産ライン中
での計測など，センサの取り付けが難しい場合に用いら
れる．正確な振動を測るためには参照点の振動が十分小
さい必要がある．以下でそれぞれのセンサについて具体
的な方式などを簡単に紹介する．

2. 2. 1 接触型振動センサ
主に普及している接触型の振動センサは，図 2に示す
ようにサイズモ系と呼ばれるバネ -マス系で構成されて
いる．質量 mの試験マスがバネ定数 k，減衰定数 γのバ

ネで筐体内部に保持されており，筐体と試験マスの相対
変位 xdを測ることで慣性系を基準とした振動を計測す
る．計測対象と試験マスの変位をそれぞれ x，xmとし運
動方程式を書くと

 （3）

となる．これをフーリエ変換（x(t)→ x̴( f )，ẍ(t)→－(2πf ) 2x̴( f )

等）して整理すると，相対変位 xdの周波数応答は以下
のようになる：

 
（4）

ここで f  0 と Qはそれぞれサイズモ系の共振周波数と Q

値である．共振周波数よりも高い帯域（f ≫ f 0）では x̴d∝
x̴となり計測対象の変位に比例した信号が得られ，低い
帯域（f ≪ f0）では x̴d∝－(2πf )2x̴となり計測対象の加速
度に比例した信号が得られる．主に地球観測や防災で用
いられる広帯域地震計では f0 を低くして変位を計測し，
微分回路を通して速度信号を出力するようになってい
る  37）．一方，産業で広く用いられている加速度センサで
は共振周波数を高くしそれ以下の帯域で加速度を計測す
る方式が一般的となっている．
筐体と試験マスの間の相対変位 xdを電気信号に変換

する原理は様々であり，代表的なものを以下に挙げる：
・静電型

 筐体と試験マスに対となる静電極板を設置し，静電容
量変化から距離変化を計測する方式．絶対位置を測定
できるため DC加速度の計測が可能．広帯域地震計や
後述するMEMS加速度センサで多く採用されている．

・圧電型
 試験マスを保持するバネに圧電素子を用い，応力に比
例して生じる電荷を計測する方式．生じた電荷は内部
のインピーダンスによって減衰していくため DC加速

mẍm＝－mγ( ẋm－ẋ)－k(xm－x)

xd( f ) ≡ x－xm＝                            x, 
－ f 2

f 02＋i f0 f/Q－f 2 

f0 ≡　　　　,  Q ≡1
2π

k
m

2π f0
γ

˜ ˜ ˜ ˜

筐体 

計測対象 𝑥𝑥𝑥𝑥 

𝑥𝑥𝑥𝑥m 
𝑥𝑥𝑥𝑥d 

𝑚𝑚𝑚𝑚 
𝑘𝑘𝑘𝑘 𝛾𝛾𝛾𝛾 

図 2　振動センサ（接触型）の模式図
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度には感度を持たない 38）．機械的強度が高く共振周波
数が高いため，数 10 kHzまでの高周波振動や衝撃計
測に適しており，自動車試験や工場設備診断で広く用
いられている．

・抵抗型
 バネにピエゾ抵抗素子を取り付け，応力に比例した抵
抗値の変化を計測する方式．圧電型と同様に高周波振
動計測に用いられ，かつ DC加速度にも感度を持つ．

・光学型
 光学的に変位を計測する方式．例えば光源と受光素子
を筐体に設置し，その間に光の一部を遮るよう試験マ
スを置き，マスの位置に応じた受光量変化を計測する
方法などがある．

・動電型
 試験マスと筐体にコイルと磁石をそれぞれ設置し，  相
対速度に比例して生じる誘導起電力を計測する方式．
原理上電源が不要（アンプを除く）であり，地震観測
や資源探査などフィールドで多く用いられる．

・周波数変化型
 双音叉型の水晶振動子をバネとして用い，xdに比例し
た張力による振動周波数変化（バイオリンの弦と同原
理）を計測する方式．

産業においては静電型・圧電型・抵抗型が主に用いら
れており，特許出願件数ベースではこれらの合計が全体
の 7割強を占める（2009 年時点） 39）．
また上記のような検出原理による分類のほかに，動作

方法や製造方法に応じて以下の呼び方も浸透している：
・サーボ型

 上記原理で検出した変位をもとに，フィードバック制
御により試験マス位置を一定に保ちながら計測を行う
方式．動作位置が安定しているため線形性に優れてい
る．一般にサーボ型加速度センサと呼ばれる低周波
（約 100 Hz以下）用センサや広帯域地震計など高感度
なセンサで広く採用されている．

・MEMS（Micro Electro Mechanical System）型
 製造方式による分類であり，試験マス・バネの機械要
素と検出回路等を微細加工によって基板上に集積した
ものを指す．小型・安価・低消費電力という利点があ
り，近年の研究開発が著しく進んでいる．検出原理は
静電型のものが多い．

代表的な振動センサについて典型的な計測範囲を図 3
に示す．微小振動計測に関しては，低周波数帯ではサー
ボ加速度センサまたは広帯域地震計，高周波帯域では圧
電型加速度センサが一般的に用いられる．しかし 2. 2. 3
節で述べるように，近年ではMEMS型加速度センサの
低雑音化の研究開発が進んでおり，高感度で知られる
サーボ加速度に匹敵する低雑音を実現している例もある
など，今後の発展が期待される．

2. 2. 2 非接触型振動センサ
非接触型センサは計測のための参照点を必要とし，計
測対象との間の相対振動を計測する．代表的な計測方法

周波数 [Hz]

加
速
度
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/s

2 ]

100
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広帯域地震計(静電型) 

サーボ加速度センサ(静電型) 

圧電型加速度センサ 製品の
MEMS加速度センサ 

研究開発中のMEMS加速度センサ

0

図 3　振動センサの種類ごとの典型的な計測範囲
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としては以下の 2つがある：
・レーザー干渉計

 計測対象にレーザー光を当て，その反射光と参照光の
干渉から変位を計測する方式．光学系の雑音やビーム
径等にも依るが，典型的にはレーザー波長以下の高い
変位分解能と数m以上のダイナミックレンジを持ち，
十分な反射率があれば反射面の性質によらず測定が可
能である．近年ではヘテロダイン干渉計と呼ばれる光
学系を用い，対象の速度に比例した信号周波数シフト
を検出することで速度を計測する LDV（Laser Doppler 

Vibrometer）と呼ばれる装置が普及している．これら
レーザー光学系は一般に高価なため高精度な計測が要
求される場合に用いられる．

・渦電流式
 参照点となるセンサヘッドから高周波磁界を発生さ
せ，対面した計測対象との距離に応じたインピーダン
ス変化から距離を計測する方式．計測対象面は導体に
限られるが，レーザー干渉計よりも簡易な計測が可能
である．

2. 2. 3 振動センサの開発・市場動向
振動センサ全体の市場は 2007 年時点で 1,000 億円規
模と推計されており，拡大していく傾向にある 39）．自動
車試験に用いられる圧電型加速度センサ，高精度な計測
に用いられるサーボ加速度センサ，地球観測に用いられ
る地震計，などは当面は各分野で一定の需要を保つと思
われる．今後特に着目すべきはMEMS加速度センサに
関する動向である．半導体加工技術の進展に伴い
MEMS加速度センサの利用が拡大している．安価・小
型・低消費電力であるという利点は近年の IoT（Internet 

of Things）化の流れに適しており，スマートフォンなど
の身近な電子機器に用いられているほか，スマートファ
クトリーやインフラ診断など多くのセンサが必要となる
場合にもこれらの特徴は大きな利点になる．既に民生機
器や車載センサにおいては不可欠な要素となっている．

MEMS加速度センサは従来の高感度振動センサと比
較すると試験マスが小型であるため，マス周囲の大気か
ら受ける雑音などが大きい傾向にあり，図 3に示される
ように既に製品として流通しているMEMS加速度セン
サは微小振動計測には向かないものが多かった．しかし
近年，研究レベルでは加速度の雑音スペクトル密度が
10－7 （m/s2）/Hz1/2 程度まで低減されたMEMS加速度セ
ンサも開発されており  40）-44），常時微動レベルを計測する
ような地球観測・資源探査等でも使用されつつある．今
後は微小振動計測が要求される様々な分野でも重要度が

増していくことが予想される．
MEMS加速度センサは直線加速度だけでなく，3 軸
出力のものも多く製造されている．ジャイロと組み合わ
せて 6 軸出力の慣性計測ユニットとしてモジュール化さ
れたものも多い．慣性計測は GNSS（Global Navigation 

Satellite System）の電波を用いずに自身の位置・姿勢を
判別するものであり，自動運転やドローンなどの市場で
今後需要が増大していくことも予想される．
また，MEMSに限らないが，デジタル信号を出力す
るセンサの利用も拡大している．これは A/D変換器が
センサ内部に組み込まれており，UART, I2C, SPI通信な
どを介して信号を読み出すタイプのものである．IoTデ
バイスへの組み込みが容易であるほか，デジタル信号は
アナログ信号と異なり伝送による劣化を受けにくいとい
う利点があるため，インフラ計測などでも利用が考えら
れている．使用上は複数センサの時刻同期が技術課題と
なる場合がある．

3．振動センサの評価

前述のように様々な振動センサが計測に用いられる
が，センサの出力は電気信号（電圧・電荷等）またはデ
ジタル値であり，計測対象の加速度との対応は明確では
ない．従って振動を正確に測るためには以下の要素で特
徴づけられるセンサ特性の評価が必要である：
・周波数応答（感度・位相遅れ）
・自己雑音
・非線形性
・バイアス・ドリフト
・環境変動（温度・湿度・磁場など）に対する応答
これらを正確に評価し把握することは計測信頼性の保証
に不可欠である．
最もニーズが大きいのは周波数応答の校正である．校
正とは入力の振動と出力の電気信号との間の振幅比（感
度）と位相遅れを測定することであり，一般に周波数依
存性を持つため周波数ごとの校正が行われる．校正につ
いては，NMIJなどの計量標準機関による標準供給や国
際比較による国際同等性の確認など，信頼性を保証する
枠組みが整備されている．校正方法や関連する動向は続
く 3. 1 節から 3. 2 節で説明する．
また特に微小振動を計測する上ではセンサ内部の熱雑
音や電気雑音によって生じる自己雑音レベルも重要であ
る．自己雑音は通常，パワースペクトル密度 Pn( f )（単
位：（m/s2）2/Hz）で特徴づけられ，微小信号の測定限
界を決める．例えばある周波数区間 f1 ＜ f＜ f2 の信号成
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分を計測する際，雑音の RMS値は

 （5）

となる．また単一周波数 f 0 の振動を計測する場合，時間
Tの信号から検出できる振幅の限界は，

 （6）

である．このような計測限界を明らかにするために雑音
スペクトルの計測が求められる．計測方法については
3. 4 節で紹介する．
応答の非線形性とは，計測する加速度に対して出力信
号が線形でないことである（雑音成分を除く）．具体的
には加速度の高次成分やヒステリシスなどがある．この
ような非線形性は信号を歪ませるため，振動計測におい
て高調波が発生するなどの影響が出る．非線形性の評価
としては，異なる振幅に対する感度の差などによって評
価が行われている．
バイアスはセンサ出力値に一定のオフセットが乗るも
ので，ドリフトは測定時間内に一定の割合で変化してい
く成分である．これらは慣性航法など，加速度センサの
出力値を積分して位置に変換する場合に大きな誤差要因
となる．
また環境変動に対する応答として，代表的なものは温
度変動に伴うバイアス成分の変化（（m/s2）/K）または
センサ感度の変化（（V/（m/s2））/K）がある．これらは
特にインフラ計測など，野外など過酷な環境での計測が
求められる場面において特性の把握が重要となる．

微小振動計測に関連して特に評価ニーズがあるのは，
・微小振動に対する周波数応答の校正
・自己雑音スペクトルの評価
である．本章ではこれらについて，一般的な方法と関連
する動向をまとめる．3. 1 節から 3. 3 節で校正について
述べ，3. 4 節で雑音評価について述べる．

3. 1 振動センサの校正方法
振動センサの校正方法は主に，国際標準化機構（Inter-

national Organization for Standadization; ISO）が定める
ISO 16063 シリーズで規格化されている．シリーズに含
まれる規格の概要を表 1 にまとめる．ISO 16063-145）に
その概要が記されており，他は大別すると一次校正法
（10 番台），比較校正法（20 番台），その他の特性の評価
（30 番台），その他の校正法（40 番台）に分かれる．振
動の一次校正法にはいくつかの規格があるが，ISO 

16063-1146）に定められるレーザー干渉計と線形加振器を
用いた校正が推奨されており，NMIJ 等の計量標準機関
ではこの方法が採用されている．校正精度・トレーサビ
リティの点で優れており，これに勝る校正法はないのが
現状である．センサによってはこれと併せて DC加速度
への応答を地球重力を使った方法（ISO16063-1647））で
評価し，低周波感度校正値の確認に用いるなどしてい
る．このように一次校正されたセンサと校正対象を同時
に加振し比較する校正法（二次校正法）が ISO 16063-
2148）に定められており，多くの校正事業者ではこの方法
が採用されている．
用途は限られるがレーザー干渉計以外の校正法として

は，回転円盤の遠心力を用いる方法がある．遠心力によ
る DC加速度応答の校正法は ISO 16063-1749），低周波大
加速度への応答の校正法は ISO 5347-850）に定められてい
る．前者は自動車の衝突試験で用いられるような大加速度
用のセンサ評価に用いられてきた．後者は ISO 16063-11
のような線形加振では発生が難しい低周波の大振動（1 Hz

以下で 100 m/s2）に対する応答を校正できる利点があ
る．産業用センサの校正にはあまり用いられていないが，
2. 1. 2 節で紹介したような長周期地震観測の信頼性評価
手法の一つとして検討されている．その他地震計におい

arms＝
 f2

 f1

Pn( f ) df ～    Pn( f )×    f2 － f1 ∫

âmin～ Pn( f0)/T 

規格番号 概要
16063-1 基本コンセプト
16063-11 レーザー干渉計による振動の一次校正法
16063-12 相互比較法による振動の一次校正法
16063-13 レーザー干渉計による衝撃の一次校正法
16063-15 レーザー干渉計による角振動の一次校正法
16063-16 地球重力による DC加速度の一次校正法
16063-17 遠心校正による DC加速度の一次校正法
16063-21 振動の比較校正法
16063-22 衝撃の比較校正法
16063-23 角振動の比較校正法（準備中）
16063-31 横感度の試験法
16063-32 衝撃印加による加速度計の周波数特性試験法
16063-33 磁場感度の試験法
16063-34 固定温度での感度試験法
16063-41 レーザー振動計の校正法
16063-42 地球重力による高精度地震計の校正法

16063-43 
モデルに基づいたパラメータ同定による加速
度計の校正法

16063-44 手持ち式振動校正器の校正法
16063-45 校正用組み込みコイルを用いたその場校正法

表 1　ISO 16063 シリーズ
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ては，センサに組み込まれたコイルに電流を流し，対と
なる磁石との間に発生する電磁力を使ってセンサ応答を
評価する方法が広く用いられている 51）．ISO 16063-11 に
よる校正技術が十分整備されていない 0.1 Hz以下の応
答評価ができる利点があるが，トレーサビリティが確保
された校正ではないという問題がある．

3. 1. 1 一次校正法：ISO 16063-11
前述の通り最も一般的な振動センサの校正方法は，レー
ザー干渉計と線形加振器を用いる方法である．校正シス
テムの概要を図 4に示す．評価対象の振動センサを線形
加振器で加振し，レーザー干渉計で計測した可動部の変
位 xとセンサ出力信号 Vが記録される．信号処理の方法
は計数法・零点法・正弦波近似法があるが，前者 2 つは
振動の位相情報を得られないことから，近年では正弦波
近似法が主流である．その場合レーザー干渉計は変位を
連続計測できることが求められ，代表的な光学系として
図 5 に示す 2 位相ホモダイン干渉計が用いられている．
この干渉計では，1/4 波長板を通し円偏光（縦横で位相
が90°異なる偏光）にしたレーザーをビームスプリッター
で分岐し，片方が計測対象に当てられる．もう片方は偏
光板を通して電場方向が斜めに傾いた直線偏光（縦横で
同位相の偏光）に変換されて変位計測の参照鏡に当てら
れる．これらの反射光を再びビームスプリッターで合わ
せ，縦横の偏光に分離すると位相の異なる 2つの干渉光
信号が得られる．2 信号で描かれるリサージュ曲線は 1
周がλ/2（λ：レーザー波長）の変位に相当するため，リ
サージュ曲線の位相を復調することで連続的な変位が求
められる．正弦波近似法では，このように得られた信号
x，Vを正弦波で近似して

 
（7）

とし，得られた振幅の比・位相の差からセンサの感度
S・位相遅れΔφを計算する．式（1）に示した変位と加速
度の変換を考慮して，

 （8）

としたものが校正値となる．電圧出力のセンサについて
は校正結果は電圧感度（単位：V/（m/s2））で得られる．
圧電型のような電荷出力のセンサでは，電荷電圧変換を
行うチャージアンプと組み合わせて校正し電圧感度を求
めた後，チャージアンプ単体を別途校正した結果を用い
て電荷感度（単位：C/（m/s2））に変換することが行わ
れる．

感度の校正値は，電圧・長さ・時間の 3つの物理量で
構成される．それぞれ，標準電圧発生器によって校正さ
れた信号計測器による電圧計測，レーザー波長を基準と
した変位計測，標準時間発生器と同期した信号計測，に
よって各物理標準にトレーサブルな校正結果が得られる
ようになっている．レーザーには，国際度量衡委員会
（Comité International des Poids et Mesures, CIPM）が勧
告する標準周波数リストに挙げられており長さ計測にお
いて広く普及している He-Neレーザー（波長 632.8 nm）
がよく用いられる．
校正のための加振の振幅については明確に規定されて

いないが，振動センサの応答が完全に線形である保証は
ないことから，計測時と同程度の振幅で加振して応答す
ることが望ましい．加振器を用いる方式では，高周波数
帯では加振力の限界である数 100 m/s2，低周波数帯で
はストロークの限界である数 100 mm，が発生できる振

x＝x̂sin(2πft＋φx)＋bx

V＝V̂sin(2πft＋φV)＋bV

V̂
(2π f )2 x̂

 S＝　　　　,  Δφ＝φV－φx－π

図 4　線形加振器とレーザー干渉計による一次校正法

図 5　2位相ホモダイン干渉計による変位計測
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動の上限となる．より大加速度での校正が必要な場合，
前述のような回転円盤での校正のほか，衝撃による校正
を行う場合も多い．衝撃による校正では加振器の代わり
に，過渡的な加速度運動を発生させるために剛体衝突や
弾性波伝播による衝撃発生装置が用いられる．

3. 1. 2 NMIJ の校正装置
NMIJでは ISO 16063-11 に従った振動校正装置を 2台
保有しており，それぞれ低周波振動（0.1 Hzから 200 Hz）
と高周波振動（20 Hzから 10 kHz）の校正に用いられて
いる．装置の写真を図 6に示す．校正における不確かさ
は0.2 ％から0.5 ％程度が実現されており，産業界のニー
ズ（典型的には不確かさ数％）を満たしている．

3. 2 振動校正に関する国際的な状況
海外の国家計量標準機関（National Metrology Insti-

tute, NMI）でも ISO 16063-11 に従った振動校正が行わ
れており，各国がそれぞれの装置を構築している．この
節では国際的な振動校正技術の整備状況をまとめる．

3. 2. 1 国際比較
各国が整備している振動校正技術は国際比較によって
同等性の確認が行われてきた．比較においては仲介器と呼
ばれる器物を各国で持ち回り，それに対して各国のNMI

が付けた校正値の比較が行われる．国際比較は技術的な
検証を行うだけでなく，各国の校正結果を相互に受け入れ
る国際相互承認協定（Mutual Recognition Arrangement, 

MRA）の根拠ともなっており，国際的な取引を円滑に
進めるために重要な役割を担っている．その際，国際比較
の結果をもとに国際度量衡局（Bureau International des 

Poids et Mesures, BIPM）のデータベースに登録された校
正・測定能力（Calibration and Measurement Capabilities, 

CMC）が参考にされる．国際比較は CIPMが行う CIPM

基幹比較と，その参加機関を幹事として地域計量組織
（Regional Metrology Organization, RMO）が行う RMO

基幹比較がある．振動に関する CIPM基幹比較は 2000
年から 2019 年にかけて 4度行われた（表 2）．それぞれ
12 か国から 15 か国が参加しており，NMIJは全てに参
加してきた．

3. 2. 2 校正技術の整備状況
表 2に示されるようにこれまで振動に対する周波数応
答の校正技術が整備されてきたほか，自動車の人体安全
性等に関連して衝撃応答の校正技術の整備も進められ
CCAUV.V-K4 が行われた．振動に関して低周波数帯と高
周波数帯で行われた国際比較 CCAUV.V-K3 と CCAUV.

V-K2 等  1 の結果を見ると，およそ 0.5 Hzから 10 kHzの
間では各国間で同等性が確認されているといえる．一方
で 0.5 Hz以下の低周波数帯では校正に対応できていな
い機関もあり，0.1 Hzでは 14 か国中 8 か国のみが校正
値を報告していた．また 10 kHz以上の高周波数帯では
各機関が校正値を出しているものの，各々が主張する不
確かさよりも大きい数％のばらつきが校正値間に見られ
ていた．このように校正技術の周波数範囲についてはまだ
技術整備の余地が残っている．その中でNMIJは 0.1 Hz

の校正について各機関の中で最小の不確かさを実現して

 1 CCAUV.V-K5 の方が最新だが結果は未公表

加振器 

レーザー干渉計

加振器 

レーザー干渉計 

60 cm 

30 cm 

図6　NMIJの振動校正装置（上：低周波，下：高周波）

周波数 加速度(推奨値)
CCAUV.V-K1 
(2000年開始)

40 Hz to 5 kHz 10 m/s2 to 200 m/s2 

CCAUV.V-K2 
(2009年開始)

10 Hz to 10 kHz 50 m/s2 to 100 m/s2 

CCAUV.V-K3 
(2015年開始)

0.1 Hz to 40 Hz 0.05 m/s2 to 30 m/s2 

CCAUV.V-K5 
(2017年開始)

10 Hz to 20 kHz 50 m/s2 to 100 m/s2 

※ CCAUV.V-K4は衝撃に関する国際比較 
 

表 2　振動に関する CIPM基幹比較
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いるほか，高周波の校正についても他機関と矛盾のない
結果を出しており，技術整備は比較的進んでいる状態と
言える．
また比較の際に推奨される振幅も表 2 に示すように
0.05 m/s2 から 200 m/s2 程度となっている．低周波数帯
の比較では加振ストロークの制限から小さい加速度が推
奨値となっているが，それを除けば概ね 10 m/s2 以上の
大きな加速度で校正を行うことが推奨されている．これは
2. 1 節で述べたように従来の主要な産業ニーズの領域を
反映している．校正可能な振幅範囲，特に下限については，
ドイツの PTB（Physikalisch-Technische Bundesanstalt）
が周波数によって 0.001 m/s2 への対応を行っている  52）

が，他は明示されておらず調べられていない機関も多い
と思われる．その理由としては，センサ応答の線形性を
仮定すれば校正結果は振幅によらないため，周波数範囲
の整備に比べて優先度が低いことが考えられる．むろん
一般に線形性の保証はないため振幅範囲の拡大も必要で
あるが，現状ではあまり技術整備は進んでいない状況と
なっている．

3. 3 振動センサ校正の技術向上ニーズと課題
産業・社会ニーズに応じて校正技術に求められる内容
は大きく分けて，
①校正可能な周波数・加速度範囲の拡大
②校正可能な対象の拡大
がある．以下の小節にそれぞれの詳細を記す．

3. 3. 1 校正周波数・加速度範囲の拡大
2. 1 節で挙げたような計測ニーズの拡大に伴い，校正

範囲の拡大が求められている．2. 1. 1 節で紹介した微小
振動計測ニーズに合わせ，微小振動に対するセンサ応答
の評価技術整備が必要である．特にインフラ診断など安
全に関わる計測や，人工衛星などコストが高い装置にお
ける計測では信頼性評価の重要性は高いと思われるた
め， NMIJのような計量標準機関が評価技術を整備して
おくことは重要である．微小振動でのセンサ応答につい
ては実際に評価依頼が出てきつつあるという実情があ
る．また 2. 1. 2 節で紹介したように自動車・地震観測分
野から周波数範囲の拡大も求められている．
ここで，校正によって求めるセンサ応答は入力加速度
と出力信号の比であり，センサの応答が完全に線形であ
れば校正結果は用いる加速度の大きさには依らないこと
を再度述べておく．しかし特に新規開発される振動セン
サなどでは線形性の保証がないため，計測対象に合わせ
た加速度での校正を行うために加速度範囲拡大が必要で

ある．またセンサ評価を求めるメーカー視点では，セン
サが微小振動に対して応答することの保証を付けるとい
う意味での評価需要もある．

NMIJの振動校正装置を例に，校正可能な周波数・振
幅範囲の現状と範囲拡大における技術課題を図 7にまと
める．他国も同様の原理で校正を行っていることから，
概ね同様の状況であると推測される．黒実線で囲んだ範
囲は 3. 1. 2 節で紹介した 2台の校正装置いずれかが対応
できる範囲であり，加速度の上限は加振器で発生できる
限界，下限は校正システムの雑音で決まる限界としてい
る（詳細は第 4 章で述べる）．周波数範囲は標準供給を
行っている範囲としており，0.1 Hz以下または 10 kHz

以上での校正も一部対応は可能であるが，図中に示した
ような技術的課題がある．図 1と比較すると自動車業界
の計測ニーズは概ねカバーできているが，2. 1. 1 節に挙
げた微小振動計測ニーズには対応できていない範囲も多
いことが分かる．以下，加速度・周波数範囲の上限・下
限拡張における技術的課題を具体的に紹介する．

加速度範囲を微小振動へ拡張する上で，校正不確かさ
は例えば 10 Hzにおいて表 3のように変化する．現在の
主要な不確かさ要因である加振反作用・横振動などは加
振の加速度に依存しないと思われるが，表に示したよう
に微小振動で寄与が増大し無視できなくなるものがあ
る．このうち主要な要因として以下のような技術課題を
挙げる．本稿の主題でもあるため重要な内容は次章で詳
しく紹介するとし，ここでは概略を述べる．
干渉計振動雑音の低減（防振）
図 4においてレーザー干渉計側も振動している場合を
考える．慣性系を基準として校正対象のセンサとレー
ザー干渉計光学系の変位を xs，xoとすると，センサは ẍs

に比例した信号 V＝Sẍsを出力する（S：感度）のに対し，
干渉計は2つの相対変位 xs－xoを計測する．従って式（8）
によって求められる感度の校正値 Scは，

 （9）

となり，真の感度 Sと偏差を持つ校正値が得られてし
まう．偏差の大きさは，加振する振幅 x̂sと光学系の振
動振幅 x̂oの比（または加速度換算で âs＝(2πf )2x̂sと âo＝
(2πf )2x̂oの比）で決まる．光学系の主な振動源は地面振
動であり，典型的な都市部では 10－5（m/s2）/Hz1/2 程度
のスペクトルを持つランダムな振動である．振幅への換
算は式（6）と同様であり，校正時間を 10 sとすると地
面振動の寄与は振幅 âo＝3×10－6 m/s2 に相当するため，
現在の通常の校正（âs～101 m/s2）ではほとんど問題に

Sc＝ ＝S
V

(2π f )2( x̂s－x̂o )
x̂s

x̂s－x̂o

˜
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ならないが，10－2 m/s2 を下回る微小振動での校正にお
いては 0.1 ％以上の誤差を生む要因となり無視できな
い．そのため，レーザー干渉計を地面の振動から切り離
す防振の導入が必要となる．防振技術の展望については
次章で詳しく述べる．このほか周波数によっては周囲の
音響によって生じる振動も問題となる場合がある．
干渉計自己雑音の低減
レーザー干渉計の自己雑音成分も地面振動雑音と同様
に参照変位計測の誤差になる．寄与の仕方は式（9）と
全く同じであるが，干渉計は通常，変位に関してフラッ
トな雑音スペクトルを持つため高周波数帯で特に大きな
寄与となる．これを低減するためには干渉計光学系の改
良が必要となる．技術的な展望は次章で述べる．
干渉計信号歪みの低減・対策
レーザー干渉計は図 5のように波長を基準にして変位
を計測する．そのため半波長の変位ごとに信号の歪みが
生じることが知られており 53），サイクリックエラー等と
呼ばれる．例えば図 5の光学系の例では，偏光やパワー
の分離比の不完全さなどによってリサージュ曲線が理想
的な円形から歪んでしまい，復調によって得られる変位
にも誤差が生じる．信号歪みは変位の振幅・位相の推定
誤差になり校正値の誤差要因となる．特に校正に用いる
正弦波振動の振幅が波長と同じオーダーになるにつれ寄
与が大きくなるため，高周波・微小振動の校正において

周波数 [Hz]

加
速
度

 [m
/s

2 ] NMIJ振動校正装置の
評価可能範囲 

101 

102 

101 

100 

10−4 

10−1 

10−2 

10−3 

10−2 10−1 100 

103 

102 103 104 

通常の校正時の振幅 

衝撃 

・接触剛性
・横振動

・地面振動雑音
・加振波形歪み

・干渉計自己雑音
・干渉計信号歪み

・加振力

・加振ストローク

・地球重力
カップリング 

国際比較の範囲 

加振器 
𝒈𝒈𝒈𝒈 

感受面 
干渉計 センサ 

図 7　現状の振動校正範囲と拡張のための技術的課題

不確かさ要因 10 m/s2加振 10−3 m/s2加振
加振反作用による

干渉計振動
0.05 % 0.05 % 

加振器の横振動※1 0.02 % 0.02 % 

信号計測器の電圧
雑音※2 ※3

3×10−7 % 3×10−3 %

干渉計振動雑音※3

(地面振動・音響)
3×10−5 % 0.3 % 

干渉計自己雑音※3 3×10−5 % 0.3 % 

干渉計信号歪み※4 10−6 % 1 % 

加振波形歪み < 0.01 % (未評価)

地球重力カップリ
ングの補正※5

10−5 % 0.01 % 

※1 横振動 2 %、センサの横感度 1 %を仮定
※2 校正対象のノミナル感度 0.1 V/(m/s2)、信号計測器の雑
音 10−8 V/Hz1/2を仮定
※3 積分時間 10 sを仮定
※4 歪み 5 nmを仮定
※5 傾斜計測精度 0.1 µradを仮定

表 3　 振動校正における主な不確かさ要因（特に微小振動
に関連するものを中心に記載）．NMIJの低周波振動
校正装置を例に，周波数 10 Hzにおいて異なる加速
度振幅で加振し校正を行った際の感度校正値の不確
かさへの寄与（％）を示す．
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低減・対策が必要である．対策の展望については次章で
述べる．
加振波形歪みの低減・対策
校正に用いられる加振器は通常エアベアリングによっ
て可動部を保持しているが，外乱（地面振動・音響）や
位置制御雑音が加わることで可動部は微小に振動してい
る．このような振動は校正のための正弦波振動に重畳さ
れるため，特に微小加振においてはきれいな正弦波で加
振することができなくなる．ただし単一周波数の信号を
抜き出す場合，センサの線形性が良ければ加振波形の歪
みは校正結果に大きな影響を及ぼさない．従って歪んだ
波形の信号処理方法の確立によって解決できる可能性が
あり，必ずしも加振器の改良は必要としない．
地球重力カップリングの補正
低周波数側の微小振動への拡大においては，加振の非
直線性による地球重力のカップリングが問題となる．こ
れは水平方向に加振を行う場合に，ガイドが完全な直線
でないことで振動センサが傾いてしまい，地球の重力加
速度 gの一部がセンサの感度軸方向に混入するものであ
る（図 7）．水平方向に x変位した点での傾きをθ(x)～Cx

とすると，gθ(x)の重力加速度成分が加振による加速度
ẍに重畳される．レーザー干渉計は ẍを計測するため，
センサが受ける加速度との間に差が生じてしまい校正値
の誤差となる．その比率はフーリエ成分で書くと

 （10）

となり，第 2 項の分だけ実際の感度と異なる校正値が得
られることになる．式（10）の示すように周波数の 2乗
に反比例して低周波で寄与が大きくなる．
振動センサにおける重力カップリングの問題は地震計
の分野では以前より知られていた 51）．校正における問題
としては 2016 年の先行研究で指摘された 55）ほか，NMIJ

も独立にこの問題を認識しており，加振に伴う傾きを計
測することで補正を行ってきた．補正に伴う不確かさは
式（10）の係数 Cの決定精度で決まる．例えば 0.1 Hz

で 100 mm振幅で加振し校正を行う場合，重力カップリ
ングの寄与を 1 ％に抑えるためには，約 3 µradの精度
で傾きを決定する必要がある．より低周波・微小振動で
の校正においては，数 10 nradオーダーの傾き決定精度
が求められる．

BIPMの音響・超音波・振動諮問委員会 CCAUV（Con-

sultative Committee for Acoustics, Ultrasound, and Vibra-

tion）が出した戦略文書（2019 年－2029 年） 56）では地震
観測網に関連した要求から，0.008 Hzまでの低周波数で
の校正が求められている．これに対応するためには上記

のような高精度な傾き計測の導入が必要である．

そのほか，加速度範囲を大加速度へ拡大するためには
用いる加振器の加振力およびストロークの向上が必要で
ある．加振器自体の開発が要求されるため NMIが着手
している例はあまりないが，梁の共振を利用した振動増
幅によって大振動を実現する研究  54）などが高周波数帯で
は一部行われている．低周波数帯では 3. 1 節冒頭で紹介
したような遠心力による校正法もあり，線形加振との同等
性を検証した上で大加速度の校正に用いる可能性もある．
高周波数側への拡大では，振動センサの取付部の接触
剛性が問題となる．これはセンサ表面と取付対象面の材
質や表面状態に応じて，接触面が弾性バネのようにはた
らく効果である．これによって図 7 中に図示したように
センサの感受面とレーザー干渉計で計測する面の間に差
が生じ校正結果の誤差要因となる．この問題は国際比較 

CCAUV.V-K2 において各国の校正結果が高周波でばらつ
く要因として広く認識された  57）．以来，接触剛性の寄与
に関する先行研究 58）-60）によって，表面粗さや材質依存性
が調べられてきている．現状では接触剛性の寄与を除く
ことはできておらず，今後は接触剛性のモデル 61）などを
もとに寄与を下げる改善を行うか，接触剛性の影響を受
けにくい校正方法の開発などが必要である．

3. 3. 2 校正対象の拡大
3. 3. 1 節で述べた内容は現行装置の性能向上を目指す

ものだが，振動センサの開発動向に応じて評価対象を質
的に拡大することも必要である．2. 2. 3 節で挙げたよう
に，デジタル出力型の振動センサや多軸出力のセンサの
利用が拡大しているため，これらに合わせた校正システ
ム構築が求められる．
デジタル出力型センサの校正法についてはごく近年議
論が始まっており，既存のアナログセンサ校正との違い
が先行研究で検討されてきた  62），63）．主な違いは信号のサ
ンプリングがセンサ内部の A/D変換器で行われること
であり，そのため校正に用いる参照信号（干渉計など）
との時刻同期の問題が重要であるとの指摘がある 64）．振
動センサではないが，既にデジタル出力型センサの時刻
同期を実装して校正を行った先行研究なども存在する  65）

が，校正の不確かさなど十分な議論はされていない状態
である．今後は不確かさの評価も含め手法の検証・確立が
必要となる．デジタル出力型センサへの対応も CCAUV

の戦略文書に挙げられている重要なトピックである．
また多軸出力センサについては，多軸感度の校正およ
び異なる自由度間のカップリングの評価などが求められ

－(2π f )2 x ＋gθ
－(2π f )2 x ～1－　　　　gC

(2π f )2
˜ ˜

˜
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る．先行研究では多軸加振システムの導入  66）や治具を
使って傾けて加振する手法  67）が研究されている．

3. 4 自己雑音の推定方法
振動センサの自己雑音は前述の通り計測限界を決める
ほか，校正における不確かさ要因ともなるため，評価し
て把握しておくことが重要である．自己雑音推定法は地
震観測の分野でいくつかの方法が提案されており，レ
ビュー論文  68）などにまとめられている．センサの出力は
主に振動信号と自己雑音成分の和になっており，振動信
号成分を除くことで雑音が推定される．その際特に地面
の常時微動などの背景振動が妨げとなるため，背景振動
の小さい環境で雑音評価を行うか，複数センサを用いて
相関解析により雑音成分のみを抽出する方法がある．
1 センサ法
センサの自己雑音が地面の常時微動よりも大きい場合
は，評価対象センサ単独で地面に設置すれば雑音成分の
計測が可能である．典型的には 10－5（m/s2）/Hz1/2 以上
の雑音スペクトルを持つセンサであればこの方法で容易
に評価ができる．さらに常時微動の小さい土地で計測を行
うか，防振台を用いることによって，10－7（m/s2）/Hz1/2

程度までの雑音は評価が可能な場合もある．高感度振動
センサを除けばこの方法で十分な場合も多いが，得られた
スペクトルが自己雑音成分なのか実際の振動なのか区別
ができないため，簡易評価として用いられることが多い．
2 センサ法
図 3に示すように，広帯域地震計をはじめ超高感度セ
ンサでは，センサの自己雑音よりも小さな振動環境を用
意することが難しい．そのような場合，異なるセンサ同
士の自己雑音は無相関であることを利用した雑音スペク
トルの推定法が用いられる．先行研究 69）が提案する 2つ
のセンサを用いる方法では，同位置に設置した 2センサ
の信号の相関を取ることで実際の振動信号成分を求め，
各センサの信号から差し引くことで自己雑音成分のスペ
クトルを抽出することができる．ここで各センサの応答
は正確に校正されている必要があり，校正誤差は背景振
動の混入を招き自己雑音推定能力の低下につながる． 

NMIJでは図 6の振動校正装置を用いることで正確な校
正値を求め，雑音の推定精度を向上させる研究が行われ
ている  70）．
3 センサ法
2 センサ法の改良として，同位置に置かれた 3つのセ
ンサを用いることで正確な校正を要求しない方法も提案
されている 71）．3 つのセンサが同じ振動を受けるように
設置する必要があるため 2センサよりさらに手間はかか

るが，応答の校正を必要としない分高い背景振動除去が
できる．先行研究では背景振動より 3.5 桁程度低い自己
雑音を抽出した例がある 68）．研究開発中のものを除く
と，現在最も低雑音なセンサである広帯域地震計の雑音
スペクトルが 10－10（m/s2）/Hz1/2 程度であるから，地球
上の低振動な環境と組み合わせれば殆どのセンサはこの
方法で雑音推定が可能と思われる．

自己雑音推定はトレーサビリティが求められるような
評価ではないためメーカーやユーザーが独自に行う場合
も多いが，校正と併せて NMIJに評価依頼が来ることも
ある．また微小振動校正ではセンサの自己雑音が校正の
繰り返し不確かさの要因になりうるため，評価技術を整
備しておく意義は大きい．ただし基本的な評価法は確立
されているため新規開発要素は少ないと思われる．

4．微小振動計測の信頼性評価技術開発の展望

微小振動計測に関連した状況を改めてまとめる．図 1
および 2. 1 節で紹介したように 0.1 m/s2 を下回る微小
振動計測ニーズが拡大している．それに伴い微小振動で
の周波数応答校正およびセンサ自己雑音の評価技術の整
備ニーズがあり，特に前者は開発要素があり重要度が高
い．インフラ計測など主要な社会ニーズに対応するため
には，0.1 Hzから数 100 Hzの範囲で校正加速度範囲を
10－4 m/s2 程度まで拡大することが目標となる．しかし
図 7が示すように現在の振動校正装置では対応できない
範囲も多い．3. 1 節で述べたように ISO 16063-11 で定
められた校正手法の他に有効な手法はないのが現状であ
るから，現行の校正装置の延長として 3. 3. 1 節で挙げた
ような技術課題を解決することが必要である．
校正装置に比較的大きな改良が必要となるのは，干渉
計振動雑音（主に地面振動に由来）と干渉計自己雑音の
低減である．後述するように干渉計信号歪みは信号処理
の工夫で低減できる見込みがある．現行装置について計
測された干渉計振動雑音，干渉計自己雑音の寄与を図 8
に示す．縦軸は加速度のパワースペクトル密度で表して
おり，周波数に依存した積分時間 Tを用いて式（6）よ
り振幅推定誤差に換算できる．この振幅推定誤差が0.1 ％
以下に収まることを要求した校正加速度の下限が図 7の
加速度範囲の下限を決めている．図 8を見ると，いずれ
の装置もおよそ数 10 Hz以下の低周波数帯で干渉計振動
雑音，より高周波数帯で干渉計自己雑音の寄与が支配的
となる．10－4 m/s2 まで校正範囲を拡大するためには，
これらをおよそ 10－7（m/s2）/Hz1/2 まで下げることが要
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求される．ここで，評価対象の振動センサに加わる地面
振動は加振信号歪みとしてはたらくため，3. 3. 1 節で述
べたように必ずしも低減の必要はなく，信号処理によっ
て回避できることを述べておく．
上記の目標をもとに，今後 NMIJの振動校正装置に関
して以下の研究開発を行うことを検討している：
・レーザー干渉計防振装置の導入
・低雑音・低歪みレーザー干渉計の開発
・校正における干渉計信号歪み対策手法の確立
本章ではこれらの具体的な展望を述べる．

4. 1 防振技術の導入
地面振動雑音は 10 Hz前後で 10－4（m/s2）/Hz1/2 程度の

寄与があるため，これを 3 桁近く低減する必要がある．
地面などの振動を遮断する防振技術は様々な分野で使わ
れており，大きく分けて受動防振と能動防振の 2つがあ
る．受動防振は防振対象を振り子で懸架しその共振周波
数以上で振動伝達を抑えるものである．能動防振は防振
対象の振動をセンサで計測しフィードバック制御によっ
て抑えるものである．技術的難易度は前者の方が低い
が，外乱への耐性の面では後者の方が勝る．
受動防振における防振比 H̴は，理想的な振り子では

 （11）

となる．ここで f 0，Qはそれぞれ懸架系の共振周波数と
Q値である．高い防振比・広い防振帯域を得るために共
振周波数を下げることが重要であり，10 Hzで 3桁の防
振を実現するためには，f 0 ＜ 0.3 Hzが要求される．多少
の妥協を許せば，単純にワイヤで吊るだけでも共振周波数
（f 0＝√g/l/2π，g：重力加速度，l：ワイヤ長）は l＝1 m
で 0.5 Hzとなるため 10 Hzで 1/400 倍の防振は可能で
ある．より共振周波数を下げる方法として，バネと反バ
ネを組み合わせることで復元力を打ち消す先行研究があ
り，代表的な機構として倒立振り子や圧縮板バネ（図 9）
がある．先行研究では共振周波数を 0.012 Hzまで低減
した例が報告されている  72）ほか，バネ -反バネ機構は市
販の低周波防振装置でも採用されている実績がある．こ
のような低共振周波数懸架系を導入しレーザー干渉計を
防振すれば要求される地面振動雑音低減が実現できると
見込まれる．ただし懸架された部分は風・音などの外乱
に弱くなるため，大気中では防風・防音などの対策と併
せて用いることが必要である．
能動防振における防振比はフィードバック制御ゲイン
の逆数となり，ゲインが 1を超える周波数範囲を制御帯
域と呼ぶ．十分な防振比・帯域を得るためには適切な制
御設計が必要となるが，制御発振の回避など技術的難易
度は高い．典型的には，0.1 Hzから数 10 Hzの間が防振
帯域となり，低周波では地球重力成分の混入，高周波で
は構造共振による発振などが帯域を制限する．制御では
地面振動以外の外乱による振動も同様に抑えることがで
きるため，受動防振に比べて外乱耐性は高い．先行研究
では 0.3 Hzから 10 Hzの間で約 3 桁の防振を実現した
例がある 73）．
上記のようにいずれの方法でも防振の要求を満たすこ
とは可能である．ただし校正装置においては図 8が示す
ように 1 Hzから 10 Hzの振動が顕著であるから，技術 

H＝　　　　f0
2

 f02＋i f0  f /Q－f 2 ～ { 1－(     )
( f  ≪ f0)

f0
f

2

( f  ≫ f0)
˜

図 8　 現振動校正装置の干渉計振動雑音・干渉計自己
雑音（上：低周波校正装置，下：高周波校正装置）

倒立振り子(水平) 

重力による反バネ 

弾性力バネ 

圧縮板バネ(鉛直) 

圧縮による 

反バネ 

弾性力バネ 

図 9　代表的なバネ -反バネ機構
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的難易度も考慮すると受動防振で十分であると思われる．

4. 2 低雑音干渉計開発
数 10 Hz以上の高周波数帯では干渉計の自己雑音低減
が必要である．校正加速度範囲の拡大を 0.1 Hzから
500 Hzの間で行うとすると，加速度単位の雑音の目標
値 10 －7（m/s2）/Hz1/2 は変位換算で 10－14 m/Hz1/2 に相当
する．干渉計の雑音は通常こちらの変位単位で表すた
め，以下この値を用いるとする．現行の干渉計はこの要
求を満たさないため，低雑音干渉計の開発が必要であ
る．
レーザー干渉計の雑音は様々な研究の中で調べられて
おり，典型的には 10 Hzから 1 kHzの間では地面振動・
音響などの外乱による光学素子の振動雑音，1 kHz以上
の高周波では散射雑音やレーザー周波数雑音，検出器等
の電気雑音などが支配的となることが知られている．
NMIJの振動校正装置においても図 8 中に示される低周
波側の構造を持ったスペクトルは前者，高周波側のフ
ラットなスペクトルは後者が寄与していると思われる．
地面振動・音響による振動雑音は外乱の遮断で低減で
きる．また光学系を堅牢な構造にすることで外乱耐性を
上げることも有効である．地面振動は 4. 1 節で述べた防
振の導入によって低減できると見込まれる．音響につい
てはレーザー干渉計の光学系に十分な遮音を施すか真空
中に設置することで低減が可能である．ただし校正装置
では加振器上に設置される鏡（図 5）が大気中にある必
要があるため，真空化する場合は他の光学素子のみを小
型真空槽に封入するような構成が必要となる．先行研究
では，真空中・防振台上に干渉計を設置することで30 Hz

から 100 Hzにおいて 10－14 m/Hz1/2 の雑音を実現した例
がある 74）．
高周波の雑音は設計段階の計算で推定できるものが多
い．主要な雑音源として，散射雑音とレーザー周波数雑
音に関する低減の展望を以下に示す：
散射雑音
光検出器が受ける光のパワーは量子的に揺らぎをも

ち，レーザー干渉計信号を変位に復調するうえでの雑音
となる（散射雑音）．雑音のパワースペクトル密度は以
下の式で表される：

 （12）

ここで，h：プランク定数，c：光速，PPD：光検出器入射
パワー，η：光検出器の量子効率，λ：レーザー波長，であ
る．η＝0.8，λ＝632.8 nmとすると，δxshotを 10－14  m/Hz1/2

以下に抑えるには PPD＞ 20 µWが要求される．市販さ

れている数 mWクラスの He-Neレーザーによって散射
雑音は十分に低減できると見込まれる．
レーザー周波数雑音
レーザー干渉計はレーザー波長を基準として対象の変
位を計測するため，波長の揺らぎ（⇔周波数揺らぎ）は
変位計測雑音となる．周波数揺らぎδνに等価な変位雑音
は，

 （13）

となる．ν＝c/λはレーザー周波数，ΔLは参照鏡側と計
測対象側の光路長差（図 5）である．He-Neレーザーの
周波数揺らぎについての報告は少ないが，市販レーザー
に関して 500 Hz付近でδν～102 Hz/Hz1/2 と報告した例 75）

がある．この値を用いるとδxfreq＜ 10－14 m/Hz1/2 に抑え
るにはΔL＜ 50 mmが要求されるが，この精度での光路
長の調整は容易に行うことができる．

低雑音な干渉計は宇宙実験 78），79）や地震計開発  74），76），
長さ標準  77）などの精密計測分野で研究開発が行われてき
た．干渉計の光学系構成は図 5の 2位相ホモダイン干渉
計の他に，近年はヘテロダイン干渉計（光学系構成例：
図 10）方式もよく用いられる．これは周波数シフトを
加えたレーザーと計測対象側のレーザーとのビート信号
を計測し，シフト周波数で復調することで変位信号を得
る方式である．周波数シフトを加える素子としては，光学
結晶に音響波を印加し回折格子として作用させる音響光
学変調器（AOM）がよく用いられる．本節で述べた雑音
についてはホモダイン /ヘテロダインどちらの光学系でも
同程度のレベルとなる．例として先行研究のうち比較的
低雑音を実現したものをいくつか図 11 に挙げる．近年で
は干渉計の方式によらず 10－14 m/Hz1/2 から10－13 m/Hz1/2

程度の雑音レベルが達成されており，微小振動校正の要
求を達成できる見込みはある．先行研究と比べて振動校
正装置に特有の開発要素としては，上で述べたように計

hcλ
8π 2ηPPD

δxshot＝ （単位：m/Hz1/2 ）

δxfreq＝    ΔL
δν
ν

図 10　ヘテロダイン干渉計による変位計測の一例
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測対象が大気中にあることと，比較的大きな変位（数
10 cm）の計測にも対応できる必要があることなどが挙
げられる．

NMIJでは低雑音干渉計を開発すると同時にヘテロダ
イン干渉計へ移行することを検討している．これは独自 

開発した高精度な FPGA位相計 80）を復調器として用いる
ことでその後の信号処理が簡易化できるためである． 

現行装置で用いられている 2位相ホモダイン干渉計では
加振中のリサージュ曲線をトレースするために数MHz

の速さでのデータ取得が必要であり，長時間の計測を行
うと莫大なデータ量になるという実用上の問題があっ
た．上記位相計では復調済みの変位信号が出力されるた
めデータ量を大幅に削減できる．ホモダイン干渉計のリ
アルタイム変位変換を開発して導入するのに比べ，既存
の位相計で対応できるため技術的ハードルは低い．

4. 3 干渉計信号歪み対策
干渉計の信号は半波長の変位ごとに歪み（サイクリッ
クエラー）が生じることが知られている 53），81）．振動の変
位振幅が小さくなるにつれ相対的に歪みの影響は大きく
なり，振幅が波長と同程度のオーダーになると無視でき
ない不確かさ要因となる．そのため高周波または微小振
動の校正において対策が必要となる．
振動校正におけるサイクリックエラーの影響を簡易的
なモデルで考える．正弦波振動 x＝Asin(2πft)（A：振幅，
f：周波数）に対して半波長変位ごとにピーク値 xcの歪

み成分が加わるとして，計測される信号 xmを

 （14）

とモデル化する．xc＝0.1 nm，1 nm，10 nmの場合につ
いて，xmを正弦波近似することで推定される振幅と真の
変位振幅 Aとの差を数値計算した結果を図 12 に示す．
計算結果を基にすると，校正不確かさへの寄与を0.1 ％以
下に抑えるためには歪みを約 0.1 nm以下に抑えること
が要求される．ただし実際には原因によって半波長周期
だけでなく 1/4 波長周期等の歪みも生じるため 82），要求
値もファクター程度異なりうる．
一般的には光学系の調整・データ処理によって信号歪
みを低減することが行われている．例えばビームスプ
リッターの分岐比や異なる偏光同士の混入などが信号歪
みの要因となるため，これらの精密な調整を行うか，影
響が出にくい光学系構成にすることで歪みは低減でき
る．またデータ処理によるエラーの補正もよく行われて
おり，2位相ホモダイン干渉計などではリサージュ曲線
の楕円パラメータをフィッティングで求め円に補正する
方法（Heydemann補正  53））が有名である．先行研究で
はホモダイン干渉計・ヘテロダイン干渉計いずれについ
ても歪みを 10 pm以下まで低減した例が報告されてお
り 82）-84），校正における要求値も実現できる見込みがある．
ただし振動校正用の干渉計では動的な計測を行うため，
アラインメントの安定度などの影響で先行研究と同程度
の歪み低減を実現できるかどうかは評価が必要である．
近年提案されている別のアプローチとして，校正時に
低周波ドリフトを加えることで信号歪みの影響を平均化
する方法がある．正弦波振動を測る場合，信号歪みは振
動中心位置に依存して振幅を大きくも小さくもするため，
これをスイープするような背景変位を加えることによっ
て平均的な誤差が 0になるようにする方法である．各時

xm＝x＋xc sin－(       )4πx
λ

図 11　 干渉計雑音の先行研究例．実線はホモダイン干渉計方
式（青：Heijningen（2018） 74），緑：Cooper（2018） 76）），
点線はヘテロダイン干渉計方式（赤：Weichert（2012） 77），
橙：Armano（2016） 78），ピンク：Pisani（2018） 79））を
示す．Heijningen（2018）は真空中・防振台上での
計測，Armano（2016）は衛星上での計測である．
参考のため NMIJの高周波校正装置用干渉計の雑音
を灰線で示した．

図 12　 サイクリックエラーによる正弦波振動の振幅推定誤差．
横軸はレーザー波長単位で表した振動振幅．
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刻における変位信号の歪みを消すことはできないが，正
弦波振動の振幅・位相のみが重要な場合にはこの手法が
適用できる．現在の高周波校正装置ではこの手法が一部
採用されており，加える低周波ドリフトの最適化や歪み
低減の適用限界については研究が進められているところ
である．本手法を併用することで，光学系調整やデータ
処理への要求を軽減することができると見込まれる．

4. 4 微小振動校正の今後の展開
今後は以上のような校正装置の改良を行い，校正不確
かさの評価や現行システムとの同等性検証を経て，微小
振動対応の振動校正システムとして確立していくことを
目指している．システムは様々なセンサ評価に応用する
ことができ，例えば広帯域地震計のようなレンジの狭い
超高感度センサも実際の計測対象に近い微小振動で校正
ができる．現在地震計について広く行われている組み込
みコイルによる電気的な応答評価と比較することで，地
球観測分野全体における振動計測の不確かさの検証につ
ながる．特に位相遅れについては，地震波の到着時刻推
定に直結するため信頼性の高い評価を行う意義は大き
い．その他，デジタル出力型センサへの対応や，温度・
湿度を変えた実環境評価の実装などを行い，実ニーズに
合わせた質的な評価対象拡大も進める．
3. 3. 1 節でも述べたように，微小振動でのセンサ校正

は実際にいくつかの依頼が出てきつつある状況であり，
今後も同様のニーズがあると見込まれる．特にインフラ
診断などは国家規模のニーズがあり人々の安全にも関わ
る計測であるため，計測信頼性が明確に求められるよう
になる可能性もある．そのため校正システムはトレーサ
ビリティの確保・不確かさの評価などの点で現行システ
ムと同様に信頼性の高いシステムであることが望まし
い．本章で示した校正装置の改良計画は基本的に現行シ
ステムの延長であるため，校正のトレーサビリティは同
様に確保できるほか，不確かさに関しても質的には現行
システムと同様の評価を行えばよい．
世界的な動向としては，国際比較による検証を微小振
動に関して行うことが検討されている様子はなく 56），し
ばらくは校正周波数範囲の整備が優先課題となると思わ
れる．NMIJは国際比較が行われた周波数範囲では比較
的小さな校正不確かさを実現しており整備が進んだ状態
である．次のステップとして校正加速度範囲の拡大に着
手することで，各国に先んじて校正技術整備を進められ
ると期待される．

5．まとめ
振動は汎用的な計測量であり産業・社会の様々な分野
で用いられている．2. 1 節で紹介したように近年では特
に，インフラ診断・人工衛星振動計測・核実験監視など
で微小振動の計測ニーズが増している．これらは防災・
防衛の面で人々の安全を支えるほか宇宙開発などの産業
分野の発展につながるため，計測信頼性の評価が重要で
あり，そのために振動センサの出力特性の把握が不可欠
である．微小振動計測においては，特に周波数応答の校
正やセンサ自己雑音推定などが求められる．本稿ではこ
れらの技術の現状を概観し，微小振動計測の信頼性評価
技術の整備について今後の展望をまとめた．
振動センサは計測対象と同程度の振幅で校正されるこ
とが望ましく，上記の微小振動計測ニーズからは加速度
振幅で 10－4 m/s2 程度まで校正技術を整備するニーズが
ある．一方で国際的には校正周波数範囲の整備に比べて
加速度範囲の整備は進んでいない状況である．NMIJの
校正装置も図 7 が示すように 10－3 m/s2 から 10－1 m/s2 

程度が校正可能な下限となっており，防振技術の導入・
干渉計の低雑音化・干渉計信号歪みの対策などが必要な
状況であった．
上記技術開発の展望を第 4 章で示したが，具体的には
・低周波受動防振の導入（共振周波数＜0.3 Hz）
　→干渉計振動を 10 Hz前後で 3桁低減
・レーザー干渉計の低雑音化（防音・光学設計）
　→干渉計自己雑音を 10－14 m/Hz1/2 以下に低減
・干渉計信号歪みの調整・低減
　→歪み＜0.1 nmに低減 &ドリフトによる平均化
等を行うことにより，10－4 m/s2 程度までの校正範囲拡
大が見込めることが分かった．これらの各技術を統合し
て微小振動の校正システムとして確立することが必要で
ある．今後は実ニーズに合わせた評価対象の質的拡大な
ども併せて進め，様々な高感度振動センサの評価に対応
することで，広い分野での微小振動計測の信頼性向上に
貢献することが期待される．
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